
　議案第　７　号　　

令 和 ４ 年 度 上 越 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算

　（総則）

　第１条 令和４年度上越市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

　第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 　接続世帯数 戸

（２） 　年間総処理水量 ｍ
3

（３） 　一日平均処理水量 ｍ
3

（４） 　主要な建設改良事業

　　イ.管渠建設改良費 千円

　　ロ.処理場建設改良費 千円

　（収益的収入及び支出）

　第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業外費用中企業

債利息１，０６３，６９０千円の財源に充てるため、企業債５２５，４００千円を借り

入れる。

　　　　　　 収　　　　　　　　　　入

　　第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

 　　　　　　支　　　　　　　　　　出

　　第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

　（資本的収入及び支出）

　第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出

６７，７４４千円、当年度利益剰余金処分額１，２４０，５２４千円で補填するものとす

る。）。

特 別 損 失 ６

５７，０１９

１５，４４４，８７９

４２，３１５

１，７３８，８８３

２８３，１１０

下水道事業収益 １０，０６２，８４８

特 別 利 益

営 業 外 費 用

下水道事業費用

３，７５７，８４８

１３３，７１３

９，１８２，４２５

営 業 収 益

営 業 外 収 益 ６，１７１，２８７

営 業 費 用 ８，０１４，１４４

１，１６３，２７５

９３６，７２４千円、当年 度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

額に対し不足する額２，２４４，９９２千円は、当年度分損益勘定留保資金

予 備 費 ５，０００



　　　　　　 収　　　　　　　　　　入

　　第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

　　　支　　　　　　　　　　出

　　第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

　（債務負担行為）

　第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　（企業債）

　第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　　起債の目的 下水道事業

　　限　度　額 ５，０２８，００９千円

　　起債の方法 証書借入　（借入時期は令和４年度中とする。ただし、工事の進捗状

況等により起債額の一部を翌年度に繰り延べて借り入れることができ

る。）

　　利　　　率 年　５．０％以内　（ただし、利率見直し方式で借り入れる政府資金

等について、利率の見直しを行った後においては、当該見直し後の利

率）

　　償還の方法 政府資金についてはその融資条件により、その他の資金については融

資先と協議して定める。ただし、財政状況その他の都合により、据置

期間及び償還期限を短縮し、若しくは繰上償還又は低利に借換えする

ことができる。

下水道センター機能高度化事業
令和４年度から
令和５年度まで

439,670千円

柿崎浄化センター機能高度化事業
令和４年度から
令和５年度まで

95,220千円

限　度　額

板倉浄化センター運転管理費
令和４年度から
令和６年度まで

100,468千円

国 庫 補 助 金

負 担 金 等

固 定 資 産 購 入 費

１４９，０７５

事　　　　　項 期　　　間

企 業 債 償 還 金

３，８１９

１０，３９５，２４９

２，２７３，２００

下水道事業資本的
支 出

８，１１８，２３０

建 設 改 良 費

８，１５０，２５７

４，５０２，６０９

下水道事業資本的
収 入

企 業 債

３３７，９５２

他 会 計 補 助 金 ３，１６０，６２１



　（一時借入金）

　第７条 一時借入金の限度額は、９，０００，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）　各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における同一款内で、これらの経費

の各項間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又

はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）　職 員 給 与 費 千円

　（利益剰余金の処分）

　第10条 当年度利益剰余金のうち１，２４０，５２４千円は、資本的収入額が資本的支出額

に対し不足する額の補填に処分するものとする。

　（他会計からの補助金）

　第11条

２，１６０，３２１千円である。

令和４年３月２日提出

　上越市長　　中　川　　幹　太

３３９，２１１

下水道事業会計助成のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、



 

 

 

 

下 水 道 事 業 会 計 

予 算 に 関 す る 説 明 書 

 



予定額(千円)

① 10,062,848

3,757,848

3,539,001

3,539,001

193,721

193,721

19,306

19,306

5,820

182

5,456

182

2 6,171,287

6

6

945,453

945,453

552

552

5,221,282

5,221,282

3,994

674

3,320

3 133,713

133,713

133,713

下水道使用料、農業集落排水使用料、浄化槽使用料

令 和 ４ 年 度 上 越 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

款 ・ 項 目 節 説 明

下水道事業収益

国 庫 補 助 金

国 庫 補 助 金 社会資本整備総合交付金

営 業 収 益

下水道使用料

下水道使用料

他会計負担金

一般会計負担金 雨水処理負担金

収  益  的  収  入  及  び  支  出

収　　　　　　　　　　入

基 金 利 息

一般会計補助金

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び
配 当 金

その他営業収益

特 別 利 益

手 数 料

県 補 助 金

県 補 助 金

雑 収 益

長期前受金戻入

延 滞 金

長期前受金戻入

そ の 他
特 別 利 益

そ の 他
特 別 利 益

排水設備指定工事店登録手数料、受益者負担金督促手数料

貸 付 金

雑 収 益

その他雑収益

排水設備設置資金貸付金

下水道敷占用料

頸城区における生活排水施設整備基金利子

他会計補助金

一般会計繰入金

農業集落排水整備事業起債償還補助金

補助金等を収益化した額

自動販売機設置使用料、原子力立地給付金　ほか

企業債元金償還金に充てた一般会計繰入金（過年度分）

受益者負担金滞納延滞金

税込



予定額(千円)

① 9,182,425

8,014,144

347,431

10,986

7,105

1,455

46

3,771

286

4

186

288

47,323

13,068

181,487

82

13,091

65,055

2,186

369

629

14

1,213,920

17,460

9,097

2,300

5,459

454

187

31,225

1,015

199,085

88

2,237

822,825

1,035

1,203

支　　　　　　　　　　出

款 ・ 項 目

給 料

通 信 運 搬 費

委 託 料

燃 料 費

印 刷 製 本 費

手 当

旅 費

備 消 品 費

使 用 料
及 び 賃 借 料

修 繕 費

材 料 費

光 熱 水 費

通 信 運 搬 費

手 数 料

使 用 料
及 び 賃 借 料

複写機使用料　ほか

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

光 熱 水 費

負 担 金

保 険 料

公 課 費

給 料

委 託 料

旅 費

備 消 品 費

手 当

賞 与 引 当 金
繰 入 額

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

公共下水道用地借上料　ほか

マンホール蓋　ほか

排水ポンプ車運用負担金　ほか

公共下水道賠償責任保険料　ほか

庁用車自動車重量税

正規職員4人分

正規職員4人分

正規職員4人分

正規職員4人分

汚水管渠、雨水幹線、排水樋門修繕　ほか

普通旅費

高分子凝集剤　ほか

非常用発電機用LSA重油　ほか

処理場電気料金　ほか

処理場電信電話料　ほか

処理場運転維持管理業務委託　ほか

事業場水質検査手数料

処理場パンフレット印刷

法 定 福 利 費

正規職員4人分

処 理 場 費

下水道事業費用

営 業 費 用

管 渠 費

正規職員3人分

報 酬

手 数 料

正規職員3人分

正規職員3人分

現業会計年度任用職員分

正規職員3人分

普通旅費

油処理剤　ほか

庁用車用ガソリン　ほか

マンホールポンプ電気料金　ほか

マンホールポンプ電信電話料　ほか

マンホールポンプ維持管理業務委託　ほか

庁用車法定点検手数料　ほか

正規職員3人分

法 定 福 利 費

説 明節

賞 与 引 当 金
繰 入 額

燃 料 費



予定額(千円)

118,302

125

361

1,454

8

7,298

34

2

6,684

16

562

19,715

614

307

4,498

896

49

144

62

95

96

12

336

100

7,024

21

5,456

5

122,560

184

92

1,319

279

15

3,074

102

350

773

113,401

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額 会計年度任用職員（事務補助）1人分

旅 費 費用弁償

手 当 会計年度任用職員（事務補助）1人分

賞 与 引 当 金
繰 入 額 会計年度任用職員（事務補助）1人分

報 酬 会計年度任用職員（事務補助）1人分

法 定 福 利 費 会計年度任用職員（事務補助）1人分

修 繕 費

修 繕 費

貸 付 金

公 課 費

備 消 品 費

手 数 料

補 助 金

修 繕 費

賞 与 引 当 金
繰 入 額

報 酬

法 定 福 利 費

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

旅 費

手 当

委 託 料

手 数 料

使 用 料
及 び 賃 借 料

報 償 費

備 消 品 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

燃 料 費

負 担 金

節

会計年度任用職員（生活排水処理推進員）3人分

費用弁償

備 消 品 費

公 課 費

保 険 料

材 料 費

通 信 運 搬 費

保 険 料

通 信 運 搬 費 事業所宛郵便料 ほか

庁用車用ガソリン

自動車損害賠償責任保険料　ほか

会計年度任用職員（生活排水処理推進員）3人分

説 明

濃縮汚泥返流配管修繕　ほか

フロートスイッチ

下水道技術研修負担金　ほか

建物総合損害共済分担金　ほか

庁用車自動車重量税

浄 化 槽 費

普 及 指 導 費

業 務 費

款 ・ 項 目

マンホール蓋

納付書送付用郵便料

合併浄化槽維持管理業務委託

口座振替手数料

浄化槽ろ床槽修繕　ほか

会計年度任用職員（生活排水処理推進員）3人分

会計年度任用職員（生活排水処理推進員）3人分

会計年度任用職員（生活排水処理推進員）3人分

事務用消耗品

庁用車車検手数料、印紙代

私有車借上料

庁用車法定点検修繕

排水設備工事費助成金、排水設備設置資金利子補給補助金

排水設備設置資金預託金

受益者負担金等前納報奨金

滞納対策図書追録　ほか

VPN回線使用料、使用料等関係郵便料　ほか

下水道使用料賦課徴収業務委託　ほか



予定額(千円)

26

2,910

29

6

129,909

50,025

26,037

6,590

3,957

16,991

1,279

319

710

562

69

436

25

18,942

23

354

557

755

108

17

2,153

6,158,006

6,155,906

2,100

15,305

15,305

1,163,275

1,067,720

1,063,690

4,030

95,455

95,455

100

100

資 産 減 耗 費

資 産 減 耗 費

会計年度任用職員（事務補助）3人分

正規職員13人分・会計年度任用職員（事務補助）3人分

正規職員13人分・会計年度任用職員（事務補助）3人分

貸 倒 引 当 金
繰 入 額

通 信 運 搬 費

使 用 料
及 び 賃 借 料

修 繕 費

旅 費

公 課 費

旧初田地区処理場電気料金・水道料金

積 立 金

報 酬

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

費用弁償、普通旅費

事務用消耗品、公営企業関連図書　ほか

庁用車用ガソリン

口座振替手数料

受益者負担金システム機器借上

頸城区における生活排水施設整備基金積立金

正規職員13人分

正規職員13人分・会計年度任用職員（事務補助）3人分

正規職員13人分・会計年度任用職員（事務補助）3人分

負 担 金 研修会負担金

委 託 料

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

雑 支 出

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

目

手 数 料

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

款 ・ 項

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

消 費 税
及び地方消費税

手 数 料

節

その他雑支出

企 業 債 利 息

借 入 金 利 息

保 険 料

負 担 金

印 刷 製 本 費

営 業 外 費 用

説 明

事務用郵便料

下水道協会負担金、研修会負担金

消 費 税
及び地方消費税

総 係 費

法 定 福 利 費

減 価 償 却 費

使 用 料
及 び 賃 借 料

手 当

給 料

賞 与 引 当 金
繰 入 額

下水道事業経営戦略策定支援業務委託　ほか

有料道路使用料　ほか

庁用車車検修繕

げすいどうだより印刷

庁用車自動車重量税

自動車損害賠償責任保険料　ほか

庁用車車検手数料、印紙代

一時借入金利子

受益者負担金、使用料過誤納還付金及び還付加算金



予定額(千円)

6

6

6

5,000
5,000
5,000

特 別 損 失

固 定 資 産
売 却 損

目 節

固 定 資 産
売 却 損

予 備 費

予 備 費
予 備 費

款 ・ 項 説 明



資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　入

予定額(千円)

① 8,150,257

4,502,609

1,652,900

1,652,900

1,955,300

1,955,300

731,809

731,809

162,600

162,600

3,160,621

3,160,621

3,160,621

3 337,952

337,952

337,952

5 149,075

132,917

132,917

7,388

7,388

8,770

8,770 汚水管渠移設工事負担金

資本費平準化債

下水道事業債

借 換 債

下水道事業債

特 別 措 置 分

下 水 道 事 業
国 庫 補 助 金

他会計補助金

款 ・ 項 目 節

下 水 道 事 業
資 本 的 収 入

他会計補助金

国 庫 補 助 金

他会計補助金

下水道事業債

建 設 改 良 債

下水道事業債

企 業 債

受益者分担金

下 水 道 事 業
負 担 金

工 事 負 担 金

負 担 金 等

工 事 負 担 金

受益者負担金

下 水 道 事 業
分 担 金

一般会計繰入金

社会資本整備総合交付金　ほか

説 明

管渠、処理場改築更新　ほか

国 庫 補 助 金



予定額(千円)

① 10,395,249

2,273,200

1,738,883

30,479

1,361,041

347,363

283,110

7,254

4,367

2,232

142

18

45,415

20

223,657

5

251,207

75,833

51,207

2,638

27,219

275

2,038

166

111

85,786

13

5,391

323

168

32

7

2 3,819

3,819

320

2,229

支　　　　　　　　　　　出

法 定 福 利 費

旅 費

旅 費

備 消 品 費

委 託 料

使 用 料
及 び 賃 借 料

正規職員19人分

有 形 固 定 資 産
購 入 費

汚水管渠工事、雨水管渠工事、接続桝設置工事　ほか

設計積算用図書

下水道センター砂ろ過・消毒設備改築詳細設計業務委託　ほか

有料道路使用料

諸会議出席負担金

ガス管・水道管ほか物件移転補償補 償 金

負 担 金

目 節

正規職員19人分、会計年度任用職員（事務補助）2人分

会計年度任用職員（事務補助）2人分

建 設 総 係 費

工 事 請 負 費

処理場建設改良費

報 酬

備 消 品 費

燃 料 費

通 信 運 搬 費

下 水 道 事 業
資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

委 託 料

工 事 請 負 費

管渠建設改良費

給 料

手 当

法 定 福 利 費

款 ・ 項

車 両 運 搬 具

排水ポンプ施設整備用地

委 託 料

手 数 料

使 用 料
及 び 賃 借 料

修 繕 費

負 担 金

保 険 料

土 地

庁用車購入

庁用車自動車重量税公 課 費

固 定 資 産
購 入 費

下水道センター受変電設備改築更新工事　ほか

普通旅費

説 明

排水ポンプ施設計画検討業務委託　ほか

正規職員2人分

正規職員2人分

正規職員2人分

研修会負担金、諸会議出席負担金

自動車損害賠償責任保険料　ほか

正規職員19人分、会計年度任用職員（事務補助）2人分

費用弁償、普通旅費

事務用消耗品

庁用車用ガソリン

工事実施通知用郵便料　ほか

公共下水道全体計画変更業務委託　ほか

庁用車車検手数料、印紙代

下水道業務システム機器等借上　ほか

庁用車車検修繕　ほか

給 料

手 当



予定額(千円)

1,270

3 8,118,230

8,118,230

8,118,230 企業債元金償還金

ガス検知器　ほか

企業債償還金

企業債償還金

工 具 ・ 器 具
及 び 備 品

企業債償還金

款 ・ 項 目 節 説 明



令和４年度上越市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

（単位：千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 803,909

減価償却費 6,158,006

資産減耗費 15,305

引当金の増減額(△は減少) △ 6,819

長期前受金戻入額 △ 5,354,995

支払利息 1,067,720

受取利息及び受取配当金 △ 6

有形固定資産売却損益(△は益) 6

未収金の増減額(△は増加) △ 87,324

未払金の増減額(△は減少) 182,263

その他資産の増減額（△は増加） △ 6

小計 2,778,059

利息の支払額 △ 1,067,720

利息及び配当金の受取額 6

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,710,345

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 2,086,071

有形固定資産の売却による収入 0

国庫補助金等による収入 372,593

一般会計又は特別会計からの繰入金による収入 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,713,478

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 5,028,009

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 8,118,230

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還に係る一般

会計からの繰入金による収入 3,160,621

財務活動によるキャッシュ・フロー 70,400

資金増加額(又は減少額) 67,267

資金期首残高 123,390

資金期末残高 190,657

税抜



給　　与　　費　　明　　細　　書

１　総　　括

法　定

特別職 一般職 報酬 給料 職員手当 計 福利費

（人） （人） (千円) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

－
(9)
41

12,458 161,558 106,265 280,281 58,930 339,211

－
(9)
39

12,465 153,102 102,691 268,258 54,848 323,106

－
(0)

2
△ 7 8,456 3,574 12,023 4,082 16,105

区　　分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本　年　度 0 30,811 1,296 0 174 63,600

前　年　度 0 29,937 1,296 0 174 60,464

比　　　較 0 874 0 0 0 3,136

区　　分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本　年　度 0 1,373 0 0 0 0

前　年　度 0 2,105 0 0 0 0

比　　　較 0 △ 732 0 0 0 0

※　(　)内は短時間勤務職員及び一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い
　会計年度任用職員(外書)を示す。

夜間勤務
手当

退職手当
宿日直
手当

初任給
調整手当

（千円）

特殊勤務
手当

管理職員
特別勤務手当

期末勤勉
手当

（千円）

5,736

管理職
手当

比　　　較

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

扶養手当 地域手当
時間外

勤務手当

342

通勤手当
単身赴任

手当
住居手当

3,275

5,394

3,321

△ 46

前　年　度

職員数 給  与  費
合　計

区　　分

本　年　度



　⑴　会計年度任用職員以外の職員

法　定

特別職 一般職 報酬 給料 職員手当 計 福利費

（人） （人） (千円) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

－
(0)
41

0 161,558 103,691 265,249 56,259 321,508

－
(0)
39

0 153,102 101,402 254,504 52,545 307,049

－
(0)

2
0 8,456 2,289 10,745 3,714 14,459

区　　分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本　年　度 0 30,811 1,296 0 174 61,026

前　年　度 0 29,937 1,296 0 174 59,175

比　　　較 0 874 0 0 0 1,851

区　　分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本　年　度 0 1,373 0 0 0 0

前　年　度 0 2,105 0 0 0 0

比　　　較 0 △ 732 0 0 0 0

　⑵　会計年度任用職員

法　定

特別職 一般職 報酬 給料 職員手当 計 福利費

（人） （人） (千円) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

－
(9)

0
12,458 0 2,574 15,032 2,671 17,703

－
(9)

0
12,465 0 1,289 13,754 2,303 16,057

－
(0)

0
△ 7 0 1,285 1,278 368 1,646

区　　分

（千円） （千円） （千円）

本　年　度 2,574 0 0

前　年　度 1,289 0 0

比　　　較 1,285 0 0

※　(　)内は一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い会計年度任用職員(外
　書)を示す。

通勤手当 退職手当

（千円）

0

0

0

期末手当

本　年　度

前　年　度

比　　　較

職
員
手
当
の
内
訳

時間外
勤務手当

職員数 給  与  費
合　計

区　　分

単身赴任
手当

住居手当
夜間勤務

手当
退職手当

宿日直
手当

初任給
調整手当

（千円）

3,275

3,321

△ 46

※　(　)内は短時間勤務職員(外書)を示す。

時間外
勤務手当

管理職
手当

特殊勤務
手当

管理職員
特別勤務手当

期末勤勉
手当

本　年　度

前　年　度

比　　　較

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

扶養手当 地域手当

5,736

5,394

342

通勤手当

（千円）

職員数 給  与  費
合　計

区　　分



２　給料及び職員手当の増減額の明細

区分
増減額

（千円）

給与改定に
伴う増減分

0

昇給に伴う
増加分

391

年度当初
職員数見込

本年度 41人

前年度 39人

増　減 2人

給与改定に
伴う減少分

△1,436

その他の増
加分

3,725

３　給料及び手当の状況

　⑴　職員１人当たりの給与

区　　　　分

　⑵　初任給

高校卒

大学卒 182,200  182,200  

区　分
一般行政職

 (円）

一般会計の制度

一般行政職
（円）

150,600  150,600  

令和3年1月1日
現　在

平均給料月額（円） 323,961  

平均給与月額（円） 403,376  

　　平 均 年 齢 （歳）　　 44.1  

一般行政職

令和4年1月1日
現　在

平均給料月額（円） 325,497  

平均給与月額（円） 387,904  

　　平 均 年 齢 （歳）　　 44.1  

職
員
手
当

2,289

期末手当の改定に伴う減
少分

年間の支給割合を0.1月分引下げ
（再任用職員は0.05月分引下げ）

職員構成の変動等による
増加分

増減事由別内訳
（千円）

説　明 備　考

△1人 3人

その他の増
加分

8,065
職員構成の変動等による
増加分

職員数の異動状況

前年度1月1日
時点職員数

前年度末まで
の増減

38人 3人

給
 
 
料

8,456

給与改定に伴う増減なし

平均昇給率　0.97％

39人 0人



　⑶　級別職員数

一般行政職

職員数 構成比

（人） （％）

８級

７級

６級 2 5.3

５級 3 7.9

４級 18 47.4

３級 10 26.3

２級 1 2.6

１級 4 10.5

計 38 100.0

８級

７級

６級 2 5.1

５級 3 7.7

４級 15 38.5

３級 14 35.9

２級 3 7.7

１級 2 5.1

計 39 100.0

(級別の標準的な職務内容）

区　分 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２～１級

部　長 課　長 課　長 係　長 主　事

一般行政職 副課長 主　任

所　長 所　長 次　長 主　任 技　師

（令和4年1月1日現在）

区   分
級

令和4年1月1日
現　在

令和3年1月1日
現　在



　⑷　昇給

合　計 一般行政職

(Ａ)(人) 41 41

(Ｂ)(人) 39 39

1号給(人)

2号給(人) 1 1

3号給(人) 2 2

号給数別内訳 4号給(人) 36 36

5号給(人)

6号給(人)

7号給(人)

8号給以上(人)

(％) 95.1 95.1

(Ａ)(人) 39 39

(Ｂ)(人) 37 37

1号給(人)

2号給(人) 1 1

3号給(人) 2 2

号給数別内訳 4号給(人) 34 34

5号給(人)

6号給(人)

7号給(人)

8号給以上(人)

(％) 94.9 94.9

　⑸　期末手当・勤勉手当

支給率計

6月(月分） 12月(月分） （月分）

2.150
（1.125）

2.150
（1.125）

4.30
（2.25）

2.200
（1.150）

2.200
（1.150）

4.40
（2.30）

2.150
（1.125）

2.150
（1.125）

4.30
（2.25）

※　(　)内は再任用職員の支給率

前　年　度 有

一般会計の制度 有

区　　　　分
支給期別支給率 職制上の段階、職務の級等

による加算措置
備　考

本　年　度 有

区　　　　　　分

本
年
度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

 比　　率　　（Ｂ）／（Ａ）

前
年
度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

 比　　率　　（Ｂ）／（Ａ）



　⑹　その他の手当

住居手当 同　　じ

通勤手当 同　　じ

区　　　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

扶養手当 同　　じ



債務負担行為に関する調書

期 間 金 額 期 間 金 額

下水道使用料、
企業債、他会計
補助金、国庫補

助金

千円 千円 千円 千円

板倉浄化センター
運転管理費

100,468 - - 
令和5年度から
令和6年度まで

100,468 100,468

下水道センター
機能高度化事業

439,670 - - 令和5年度 439,670 439,670

柿崎浄化センター
機能高度化事業

95,220 - - 令和5年度 95,220 95,220

事　項 限度額

左の財源内訳
前年度末までの支払

義務発生（見込）額

当該年度以降の支

払義務発生予定額

税込



令 和 ４ 年 度 上 越 市 下 水 道 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表

  ( 令 和 ５ 年 ３ 月 ３１日 現 在 ）

（単位:千円）

資　　産　　の　　部

1

(1)

1 5,249,366

2 5,364,197

△ 531,371 4,832,826

3 183,921,490

△ 15,632,400 168,289,090

4 9,459,216

△ 3,459,417 5,999,799

5 36,410

△ 8,207 28,203

6 26,457

△ 8,149 18,308

184,417,592

(2)

1 1

2 29,752

3 4,160

33,913

(3)

1 52,840

52,840

184,504,345

2

(1) 190,657

(2) 442,280

(3) △ 2,153 440,127

(4) 123

(5) 14,169

645,076

185,149,421

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

前 払 費 用

そ の 他 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

車 両 運 搬 具

工具・器具及び備品

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

地 上 権

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

基 金

機 械 及 び 装 置

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

構 築 物

税抜税抜



負　　債　　の　　部
1
(1)

1 79,779,604

79,779,604
79,779,604

2
(1)

1 8,378,839

8,378,839
(2) 338,528
(3)

1 10,744
2 2,083

12,827
(4) 1,200
(5) 79,913

8,811,307
3
(1) 117,421,205
(2) △ 16,652,798 100,768,407

100,768,407
189,359,318

資　　本　　の　　部
1
(1) 0

0
2
(1)

1 315
2 2,699,742

2,700,057
(2)

1 6,909,954
△ 6,909,954

△ 4,209,897
△ 4,209,897
185,149,421

剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金
当年度未処理欠損金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金
資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額
国 庫 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 金 合 計

繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資 本 金

引 当 金 合 計
預 り 金
そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

資 本 金

長期前受金収益化累計額

法 定 福 利 費 引 当 金

固 定 負 債 合 計
流 動 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計
未 払 金
引 当 金

賞 与 引 当 金

繰 延 収 益
長 期 前 受 金

固 定 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計



令 和 ３ 年 度 上 越 市 下 水 道 事 業 会 計 予 定 損 益 計 算 書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

（単位:千円）

1

(1) 3,168,850

(2) 177,887

(3) 19,003

(4) 7,036 3,372,776

2

(1) 313,630

(2) 1,072,863

(3) 6,554

(4) 18,245

(5) 106,137

(6) 115,468

(7) 6,782,034 8,414,931

 5,042,155

3

(1) 6

(2) 1,238,417

(3) 2,670

(4) 5,542,352

(5) 0

(6) 4,320 6,787,765

4

(1) 1,178,422

(2) 4,645 1,183,067

562,543

5

(1) 66,802 66,802

6

(1) 0

(2) 0 0 66,802

629,345

8,343,208

0

7,713,863

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

そ の 他 特 別 損 失

（ 当 年 度 純 利 益 ）

（ 前 年 度 繰 越 欠 損 金 ）

（その他未処分利益剰余金変動額）

（ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 ）

特 別 利 益

長 期 前 受 金 戻 入

消費税及び地方消費
税 還 付 金

雑 収 益

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債
取 扱 諸 費

雑 支 出

（ 経 常 利 益 ）

県 補 助 金

管 渠 費

処 理 場 費

浄 化 槽 費

普 及 指 導 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

（ 営 業 損 失 ）

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金

他 会 計 補 助 金

営 業 費 用

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

国 庫 補 助 金

そ の 他 営 業 収 益

税抜



令 和 ３ 年 度 上 越 市 下 水 道 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表

  ( 令 和 ４ 年 ３ 月 ３１日 現 在 ）

（単位:千円）

資　　産　　の　　部

1

(1)

1 5,249,046

2 5,364,197

△ 354,032 5,010,165

3 181,898,762

△ 10,404,199 171,494,563

4 9,181,837

△ 2,701,780 6,480,057

5 34,390

△ 2,224 32,166

6 25,303

△ 6,098 19,205

7 217,536

188,502,738

(2)

1 1

2 29,752

3 6,260

36,013

(3)

1 52,834

52,834

188,591,585

2

(1) 123,390

(2) 354,956

(3) △ 9,554 345,402

(4) 123

(5) 14,169

483,084

189,074,669資 産 合 計

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

前 払 費 用

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

地 上 権

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

基 金

建 設 仮 勘 定

工具・器具及び備品

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

税抜



負　　債　　の　　部
1
(1)

1 83,130,434

83,130,434
83,130,434

2
(1)

1 8,118,230

8,118,230
(2) 156,265
(3)

1 10,300
2 1,945

12,245
(4) 1,200
(5) 79,913

8,367,853
3
(1) 113,887,991
(2) △ 11,297,803 102,590,188

102,590,188
194,088,475

資　　本　　の　　部
1
(1) 0

0
2
(1)

1 315
2 2,699,742

2,700,057
(2)

1 7,713,863
△ 7,713,863

△ 5,013,806
△ 5,013,806
189,074,669

剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金
当年度未処理欠損金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

長期前受金収益化累計額
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資 本 金
資 本 金

資 本 金 合 計
剰 余 金

資 本 剰 余 金
受 贈 財 産 評 価 額
国 庫 補 助 金

長 期 前 受 金

引 当 金
賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計
預 り 金
そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計
繰 延 収 益

未 払 金

固 定 負 債 合 計
流 動 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計



 

注  記  表 

  

Ⅰ．重要な会計方針 

 前年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

１ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

・減価償却の方法  定額法による。 

・主な耐用年数 

建物          １８～５０年 

構築物                １０～５０年 

機械及び装置       ６～５０年 

工具・器具及び備品    ４～２０年 

車両運搬具          ４～６年 

（２）無形固定資産 

・減価償却の方法  定額法による。 

・主な耐用年数 

ソフトウェア                    ５年 

 

２ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金 

職員の退職手当は一般会計が負担する。 

（２）賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基

づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

（３）法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末におけ

る支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

（４）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、全てを一般債権とし、過去３か年の貸倒実

績率の平均値により回収不能額を計上している。なお、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

  

 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記 

   該当なし 

 

 



 

Ⅲ．予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内           

に償還予定のものを含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 

１３，６２０，０６７千円である。 

 

２ 引当金の取崩し 

（１）賞与引当金の取崩し 

   令和４年度において、前年度に発生した期末手当及び勤勉手当として、１０，３００  

 千円を支給することが見込まれるため、賞与引当金１０，３００千円を取り崩す予定で 

ある。 

（２）法定福利費引当金の取崩し 

   令和４年度において、前年度に発生した期末手当及び勤勉手当に対する法定福利費と

して、１，９４５千円を支給することが見込まれるため、法定福利費引当金１，９４５

千円を取り崩す予定である。 

 

Ⅳ．セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 

下水道事業では、公共下水道事業、農業集落排水事業及び浄化槽事業を運営しており、

各事業で運営方針を決定していることから、公共下水道事業、農業集落排水事業及び浄化

槽事業の３つを報告セグメントとしている。 

報告セグメントは、下水道事業の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

予算の策定及び業績を評価するために、定期的に議会に報告する対象となっているもので

ある。 

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。 

 

事 業 区 分 事 業 の 内 容 

公共下水道事業 公共下水道計画区域において汚水及び雨水を処理する業務 

農業集落排水事業 農業集落排水処理施設において汚水を処理する業務 

浄化槽事業 上記以外において合併処理浄化槽を使用し、汚水を処理する業務 

  

２ 報告セグメントごとの営業収益等 

   当年度（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）           税抜 

項  目 公共下水道事業 農業集落排水事業 浄化槽事業 合  計 

営業収益 

営業費用 

2,901,465 

5,920,224 

528,346 

1,932,459 

5,814 

11,662 

3,435,625 

7,864,345 

営業損益 

経常損益 

△3,018,759 

739,467 

△1,404,113 

△69,040 

△5,848 

△225 

△4,428,720 

670,202 



 

項  目 公共下水道事業 農業集落排水事業 浄化槽事業 合  計 

セグメント資産 

セグメント負債 

149,602,281 

155,216,409 

35,467,108 

34,051,698 

80,032 

91,211 

185,149,421 

189,359,318 

その他の項目 

他会計繰入金 

 減価償却費 

受取利息 

支払利息 

特別利益 

特別損失 

 

3,070,511 

4,808,664 

6 

906,749 

61,936 

6 

 

1,223,896 

1,344,360 

0 

159,842 

71,516 

 0 

 

5,388 

4,982 

0 

1,129 

261 

0 

 

4,299,795 

6,158,006 

6 

1,067,720 

133,713 

6 

 有形固定資産

及び無形固定

資産の増加額 

△2,833,225 △1,249,039 △4,982 △4,087,246 

 

Ⅴ．減損損失 

なし 

   

Ⅵ．リース契約により使用する固定資産 

なし 

  

Ⅶ．重要な後発事象に関する注記 

なし 

 


